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１　事業目的　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
本事業は、富山県人材活躍推進センターが富山県の委託を受けて実施するものであり、県内中小企業が、県外（日本国内に限る）のプロフェッショナル人材を副業・兼業等常勤雇用とは異なる形態で活用する場合に必要となる経費の一部に対し補助金を交付することにより、当該企業の副業・兼業を含めた多様な形態でのプロフェッショナル人材の活用を推進し、新たな成長戦略の実現等を支援することを目的とします。 

２　用語の定義　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
この募集要項で使用する用語の定義は、以下に規定するとおりです。 
（１）プロフェッショナル人材
  実務経験などこれまでの知見・ノウハウを活用し、経営に携わるなど、企業の課題解決に資する業務等に従事できる人材
（２）副業・兼業 
就業者が業務委託契約等に基づき副業・兼業形態で業務に従事すること
（３）中小企業 
中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に規定する中小企業者
（４）登録人材紹介会社 
職業安定法（昭和22年法律第141号。以下「法」という。）第30条に規定する
有料職業紹介事業者で、「富山県プロフェッショナル人材戦略本部人材紹介事業者
登録要領」により登録を受けた事業者

３　対象事業者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
以下のすべてに該当する者を本事業の対象者とします。 	
（１）富山県内に事業所を有する中小企業
（２）富山県プロッフェショナル人材戦略本部へ求人情報シートを提出し、かつ登録
人材紹介会社の紹介によりプロフェッショナル人材の活用に関する業務委託契
約等が成立していること
（３）以下のすべてを満たす者
①性風俗関連営業、接待を伴う飲食等営業、又はこれらの営業の一部を受託する営業　　　を行う事業者でないこと
②富山県税の全税目について滞納がないこと
③審査に必要な書類等を整備保管し、国や県による実地検査の受け入れに協力する事業者であること
（４）次のいずれにも該当しない者 
①役員等が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号　　（以下「暴力団対策法」という）第2条第6号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると認められる者
②暴力団（暴力団対策法第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者
③役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められる者
④役員等が暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められる者
⑤役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者

 ４ 補助金の概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
中小企業が、自己の成長戦略の実現のために、県外からプロフェッショナル人材を
招聘して副業・兼業等の形態で活用する場合に、必要となる経費の一部を補助します。 
（１）補助対象経費等
補助金の交付の対象経費及びこれに対する補助率並びに限度額は、次の表のとお
りとします。
	補助対象経費
	補助率
	補助限度額

	補助事業者が負担する副業・兼業による県外のプロフェッショナル人材の移動に要する交通費及び宿泊費
	補助対象経費の２分の１以内
	500千円 


※ただし、１回の往復移動に伴う交通費の実費負担が10千円未満の場合は補助対象外と　　します。
※交通費及び宿泊費の算定は、富山県職員等の旅費に関する条例（昭和32年富山県条
例36号）等の合理的な基準に準ずるものとします。
※補助限度額は、１つの副業・兼業に関する１年間の上限額とします。
以下の経費は補助対象経費になりません。 
・旅行代理店の手数料 
・取消料、キャンセル料 
・振込手数料、代引手数料 
（２）補助件数 
１事業者につき１件限りとします。 
（３）補助対象期間 
令和３年４月１日から令和４年２月２８日 
　※令和４年３月1日から３月３１日の間に発生した経費については、補助対象になり
ません。
（４）補助金交付申請期間 
令和３年４月１日から令和４年１月３１日。期間中、申請は随時受付けますが、補助金交付決定額が予算額に達した時点で受付を締切ります。 
  　なお、交付申請は、プロフェッショナル人材の就業開始日の１４日前までに行っ
てください。 
 
５ 補助金交付手順　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
（１）求人から補助金交付までの流れ 
[image: ]（プロフェッショナル人材就業開始日の14日前まで
R3.4.1～R4.1.31）
又はR4.3.10まで）


※交付決定日以前に従事した業務に対する交通費・宿泊費は補助対象になりません。 
（２）補助金の交付申請 
・補助金の交付申請は、契約（契約の内定を含む。）日から、就業を開始する日の
１４日前（当該日が土曜日、日曜日、祝日等の場合は、その前日まで）に、次の
「提出書類一覧」に記載した書類を郵送又は持参してください。 
・提出に際しては、本募集要項で定める様式を使用してください。
（提出書類はＡ４、文字色黒、片面印刷） 
・提出された申請書類等は返却しません。
・提出された申請書類等の内容に関して、当方より問い合わせ、追加資料の提出を
求める場合があります。 
	【提出書類一覧】（各１部） 
　１  地域外副業・兼業人材活用促進事業費補助金交付申請書（様式第１号）
２ 地域外副業・兼業人材活用促進事業補助事業者概要書（様式第２号）
３ 地域外副業・兼業人材活用促進事業計画書（様式第３号）
４ 地域外副業・兼業人材活用促進事業計画内訳書（様式第４号）
５ プロッフェショナル人材の住民票の写し、履歴書及び職務経歴書の写し
６ プロッフェショナル人材の活用に関する業務委託契約書の写し又はこれ
に代わる資料
７ 補助事業者の登記事項証明書の写し（法人である場合）
８ 補助事業者の会社案内又はこれに代わる資料
９ 補助事業者の納税証明書（県税及び国税に未納がないことの証明）
10 その他富山県人材活躍推進センターが必要と認める資料


・補助金の交付申請にあたっては、当該補助金に係る消費税に係る額（以下「消費
税額」という。）を減額して申請してください。ただし、申請時おいて消費税額
が明らかでない場合は、この限りではありません。 
（３）補助金の交付決定 
提出いただいた申請書類を審査し、下記の項目について総合的に判断して補助の
可否を決定し、「地域外副業・兼業人材活用促進事業費補助金交付決定通知書」
（様式第５号）により補助事業者に通知します。
【主な審査基準】 
①申請者が富山県プロフェッショナル人材戦略本部に求人情報シートを提出してい
るか。 
②採用・活用するプロ人フェッショナル人材が求人情報シートに基づき登録人材紹
介会社から紹介された人材であるか。 
③採用・活用する者がプロフェッショナル人材の要件を満たしているか。 
④プロフェッショナル人材が従事する業務が申請者の成長戦略の実現に資するも
のであるか。 
  ※定型的な業務や単純作業など、プロフェッショナル人材の知見・能力を必要と
ない業務に従事する場合は対象としません。 
⑤採用・活用するプロフェッショナル人材の就業開始日及び補助対象経費の支払
予定日が補助対象期間内であるか。 
（４）補助事業の変更 
補助事業の内容を変更する場合は、あらかじめ「地域外副業・兼業人材活用促進事
業費補助金に係る変更承認申請書」（様式第６号）を提出し、富山県人材活躍推
進センターの承認を受けてください。
（５）補助事業の中止又は廃止 
補助事業を中止又は廃止する場合は、あらかじめ「地域外副業・兼業人材活用促
進事業費補助金の中止（廃止）承認申請書」（様式第７号）を提出し、富山県
人材活躍推進センターの承認を受けてください。 

（６）補助事業の状況報告
富山県人材活躍推進センターから求めがあった場合は、「地域外副業・兼業人材
活用促進事業費補助金の状況報告書」（様式第８号）を提出してください。
（７）補助事業の実績報告 
補助事業者は、補助事業が完了した日から起算して１４日以内又は令和４年３月
１０日のいずれか早い日までに、「地域外副業・兼業人材活用促進事業費補助金実績報告書」（様式第９号）に、以下の書類を添付して、各１部を提出してください。 
なお、実績報告を行うに当たって、補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税等仕入控除税額を減額して報告してください。 
【添付書類】 
①「地域外副業・兼業人材活用促進事業実施報告書」（様式第１０号）
「地域外副業・兼業人材活用促進事業実施報告内訳書」（様式第１１号）
②補助対象経費を支払ったことを証する書類（領収証、受領書等）
※路線バスや普通列車を利用し、領収証が発行されない場合は、交通費を計算でき
る資料（経路検索ソフトによる交通費・経路の検索結果ページの写し等）を添
付してください。 
③その他富山県人材活躍推進センターが必要と認める書類 
（８）補助金の支払いについて 
・富山県人材活躍推進センターは、実績報告があった場合、実績報告書の内容を審査し、交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、「地域外副業・兼業人材活用促進事業費補助金交付額確定通知書」（様式第１２号）により補助事業者に通知します。 
・補助事業者は、確定通知書を受け取った後、富山県人材活躍推進人活センターに「地域外副業・兼業人材活用促進事業費補助金精算払請求書」（様式第１３号）を提出してください。 
・概算払いはできませんので、補助金の支払いがあるまでの間、補助事業者が経費を負担することになりますので、ご注意ください。 
（９）補助事業者の義務 
・この補助金の交付決定を受けた場合は、以下の項目を遵守してください。守ら
れない場合は、交付決定の取消及び補助金の返還指示を行う場合があります。 
・報告書、請求書等の書類の提出は遅滞なく行ってください。 
・補助事業者は、本補助金に係る経理についての収支の事実を明確にした帳簿、
及び支出証拠書類を整備し、本補助事業が完了した日から起算して５年を経過
した日の属する県の会計年度の末日まで保存しなければなりません。
・補助事業者は富山県人材活躍推進センターが実績報告書に基づく調査（書面・
立入等）を行う場合、これに応じなければなりません。この場合、プロフェッ
ショナル人材に対しても、調査への協力を義務付けるものとします。
（10）他の補助制度との併用 
実質的に同一内容の事業（相当程度重なる場合を含む。）について、この補助金と
他の公的な補助金等（過去に受けたこの補助金を含む）を重複して受けることはで
きません。 
なお、交付決定後に他の制度と併用している事実を発見した場合は、本補助事業
者としての交付決定を取り消し、必要に応じて補助金の返還を求める場合がありま
す。 

６ 書類提出先・問合せ先　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．
交付申請書に必要事項を記入し、添付書類を添えて持参又は郵送により提出して
ください。
【提 出 先】富山県人材活躍推進センター
　　　　　　富山県プロフェッショナル人材戦略本部
〒930-0805　富山市湊入船町9番1号とやま自遊館2階

【受付時間】平日の9時～12時及び13時～17時
土、日、祝日、年末年始（12月29日～1月3日）を除く 
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